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1 H31.4.1 H31.4.4
平成30年4月1日付　建築工事積算標準単価表、電気
設備工事積算標準単価表、機械設備工事積算標準単
価表

763 1
財務局建築保
全部技術管理
課

2 H31.4.2 H31.4.4 平成30年4月1日付　機械設備工事積算標準単価表 282 1
財務局建築保
全部技術管理
課

3 H31.3.29 H31.4.4

東京都議会議事堂(30)監視カメラ設備改修工事その2
金入設計書全部（工事費内訳書　工事種別内訳　種
目別内訳　中科目別内訳　細目別内訳　別紙明細
共通費算定書（共通仮設費　現場管理費　一般管理
費）等）

18 1
財務局建築保
全部庁舎整備
課

4 H31.3.22 H31.4.4

(1)都立久留米特別支援学校(仮称)(30)改築及び改修
空調設備工事
(2)都立小平南高等学校(30)体育館空調設備改修工事
(3)都立王子総合高等学校(30)体育館空調設備改修工
事
(4)都立八王子北高等学校(30)体育館空調設備改修工
事
(5)都立第五商業高等学校(30)体育館空調設備改修工
事
(6)都立板橋高等学校(30)体育館空調設備改修工事
(7)都立南葛飾高等学校(30)体育館空調設備改修工事
(8)都立新島高等学校(30)体育館空調設備改修工事
(9)都立足立高等学校(30)体育館空調設備改修工事

106 1
財務局建築保
全部施設整備
第二課

5 H31.3.22 H31.4.5

・東京都家畜保健衛生所（30）移転改修及び増築空
調設備工事
・都立萩山実務学校（30）一般女子寮ほか改築給水
衛生設備工事
・都立萩山実務学校（30）一般女子寮ほか改築空調
設備工事
の共通費算定書及び見積比較表

32 1
財務局建築保
全部施設整備
第一課

6 H31.3.26 H31.4.8

(１)　別紙明細書、共通費算定書及び見積比較表の
開示
・東京都石神井学園（30）ｻｰﾋﾞｽ棟(仮称)ほか改築電
気設備工事
・駒沢ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ公園総合運動場（30）硬式野球場増築
及び改修電気設備工事
・東京ｽﾀｼﾞｱﾑ（30）改修電気設備工事
(２)　共通費算定書及び見積比較表 の開示
・都立東大和療育ｾﾝﾀｰ（30）改修電気設備工事
・東京都多摩広域防災倉庫（30）改修電気設備工事
・東京都立川福祉保健庁舎（30）改築電気設備工事

141 1
財務局建築保
全部施設整備
第一課

7 H31.3.26 H31.4.9

(1)都立七生特別支援学校(30)改築及び改修電気設備
工事
(2)都立水元特別支援学校(30)改築電気設備工事
(3)都立町田の丘学園(30)東校舎棟改築及び改修電気
設備工事
(4)都立東村山高等学校(30)改築電気設備工事
(5)都立府中東高等学校(30)校舎棟ほか改築電気設備
工事

共通費算定書及び見積比較表

101 1
財務局建築保
全部施設整備
第二課

8 H31.4.2 H31.4.10
平成30年4月1日付　建築工事積算標準単価表、電気
設備工事積算標準単価表、機械設備工事積算標準単
価表

763 1
財務局建築保
全部技術管理
課

決定区分 （根拠規定）条例７条
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9 H31.4.4 H31.4.11 指名停止中の業者一覧（平成28年９月～11月） 3 1
財務局経理部
総務課

10 H31.4.2 H31.4.15

・都立東大和療育センター（30）改修空調設備工事
・産業交流拠点(仮称)及び八王子合同庁舎（30）新
築空調設備工事
・東京体育館（30）改修給水衛生設備工事
・東京都立川福祉保健庁舎（30）改築給水衛生設備
工事
・東京都立川福祉保健庁舎（30）改築空調設備工事
の見積比較表

181 1
財務局建築保
全部施設整備
第一課

11 H31.4.2 H31.4.15

(1)都立府中東高等学校(30)校舎棟ほか改築空調設備
工事
(2)都立七生特別支援学校(30)改築及び改修空調設備
工事
(3)都立東村山高等学校(30)改築空調設備工事

見積比較表

91 1
財務局建築保
全部施設整備
第二課

12 H31.4.12 H31.4.17
平成30年4月1日付　建築工事積算標準単価表、電気
設備工事積算標準単価表、機械設備工事積算標準単
価表

763 1
財務局建築保
全部技術管理
課

13 H31.4.5 H31.4.19

「別紙保有個人情報開示決定通知書30財建技第384号
における
４　備考「・・・公文書１件につき１部とされてお
りますので・・・」と記載されていますが
１ 開示申請枚数の上限
２ その申請枚数の記載の仕方
３ その根拠となる条文・条例等
「証拠」となるすべて

1
保有個人情報の開示制度においては、同時に同一情報を複数件交付することは想定されてお
らず、本件請求に係る文書は存在しないため。

財務局建築保
全部技術管理
課

14 H31.4.17 H31.4.22 指名停止中の業者一覧（平成28年１月～２月） 2 1
財務局経理部
総務課

15 H31.4.16 H31.4.24
立川駅南口東京都･立川市合同施設(仮称)（30）新築
工事の共通費算定書及び見積比較表 11 1

財務局建築保
全部施設整備
第一課

16 H31.3.7 H31.4.26

２ 東京都が主張する健康上及び環境上の被害は一切
発生していないと称する「環境測定結果報告書（名
称の如何を問わず。人件データを含む）

990 1 1 1

（１）契約受注者の代表者、現場代理人以外の現場従事者氏名写真の顔部分及び資格番号
・東京都情報公開条例第７条第２号に該当
　個人に関する情報で特定の個人を識別することができる情報であるため
（２）印影
・東京都情報公開条例第７条第２号に該当
　偽造等による犯罪予防のため

財務局建築保
全部庁舎整備
課

17 H31.3.7 H31.4.26

１ 都庁舎建築以来、現在まで何故、現状では使用禁
止とされるアスベストを撤去せず残置し続けている
のか。
その具体的かつ客観的な理由・根拠。

２ 都庁開庁以来のもので、歴代都知事に引き継がれ
た、具体的かつ客観的な（数値・データを含む。）
“証拠”文書等
①都庁来庁者、
②外国人来庁舎、
③東京都職員。
の全ての“事実”を証明する“証拠”

1

１ 請求に係る公文書については、作成及び取得しておらず存在しない。
　なお、アスベスト含有資材の扱いについては、東京都環境局が公表しているアスベスト
Q&Aに基づき適切に対応している。
２ 都庁舎に残存しているアスベスト含有資材について来庁者等の健康診断等調査を行った
事実はなく、請求に係る公文書については、作成及び取得しておらず存在しない。

財務局建築保
全部庁舎整備
課

18 H31.4.17 H31.4.26
大井ホッケー競技場(仮称)(29)新築及び改修その他
工事の予定価格内訳書

177 1

建築保全部オ
リンピック・
パラリンピッ
ク施設整備課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

表の見方 

＜決定区分＞ 

 ・開示、一部開示、非開示（開示しない）、不存在（文書が存在しない）、存否応答拒否（文書があるかないかを明らかにすることで、非開示情報を開示してしまうことになるためあるかないかを明らかにしない）のうち、該当す

る項目に「１」を記入しています。 

＜（根拠規定）条例7条＞ 

 ・一部開示及び非開示について、東京都情報公開条例第７条各号のいずれを根拠として非開示としたのか、該当する項目に「１」を記入しています。 

  東京都情報公開条例第７条第１号：法令秘情報 

              第２号：個人情報 

              第３号：事業活動情報 

              第４号：犯罪の予防・捜査等情報 

              第５号：審議・検討又は協議に関する情報 

              第６号：行政運営情報 

              第７号：任意提供情報 

              第８号：特定個人情報 

              第９号：死者の個人番号 

 

＜公文書の件名＞について 

 ・特定の個人名、法人名又はそれらの特定に結びつく可能性のある情報は○○と表記しています。 

 ・決定区分が不存在の場合や存否応答拒否の場合は、開示請求書の請求件名を記載しています。ただし、個人情報・法人情報保護に配慮し、簡潔に表記する場合があります。 

＜総枚数＞について 

 ・他の開示決定と一体として決定を行っている場合は総枚数欄が空欄になります。 


